
■資料（根拠法令） 

●報告第１４～１５号 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（抜粋） 

 （健全化判断比率の公表等） 

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監

査委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告し、か

つ、当該健全化判断比率を公表しなければならない。 

２～７ 省略 

 （資金不足比率の公表等） 

第 22 条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年

度の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比

率を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２～３ 省略 

 

●報告第１６～１８号 

地方自治法（抜粋） 

 （議会の委任による専決処分） 

第 180条 普通地方公共団体の議会の根源に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にするこ

とができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議

会に報告しなければならない。 

 

地方自治法第 180条第 1項に基づく四万十町長専決処分事項（抜粋） 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 180条第 1項の規定により、町長におい

て専決処分することのできる事項を次のとおり指定する。 

１ 町営住宅の家賃その他町営住宅賃貸借契約から生ずる入居者の債務の履行の

請求又は町営住宅の明け渡しの請求に係る訴えの提起、和解及び調停に関するこ

と。 

２ 法律上町の義務に属する損害賠償額の決定で、その額が 50万円以下のもの 

３ 議会の議決を経て締結した契約で、契約金額の増額又は減額が当該契約金額の

10分の１を超えず、かつ、500万円以下である変更契約を締結すること。 

４～６ 省略 

 



国家賠償法（抜粋） 

 （公の営造物の設置管理の瑕疵に基く損害の賠償責任・損害の責任者に対する求

償権） 

第２条 道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があったために他人

に損害を生じたときは、国又は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。 

２ 省略 

 

●承認第３～４号 

地方自治法（抜粋） 

 （専決処分） 

第 179 条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第 113 条ただし書の場合に

おいてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議会

の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がな

いことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決し

ないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分すること

ができる。 

２ 省略 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議にお

いてこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ 省略 

 

●諮問第３～４号 

人権擁護委員法(抜粋) 

 （委員の推薦及び委嘱） 

第６条１～２ 省略 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住民

で、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社会事

業家、教育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労働者、

青年等の団体であって直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支持する団

体の構成員の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委員の候補者

を推薦しなければならない。 

４～８ 省略 

 



●議案第５５～５７号 

地方自治法（抜粋） 

（議決事件） 

第 96条 普通地方公共団体の議決は、次に揚げる事件を議決しなければならない。 

(１)～(４) 省略 

(５) その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締

結すること。 

(６)～(７) 省略 

(８) 前２号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める

基準に従い条例で定める財産の取得又は処分をすること。 

(９)～(15) 省略 

 

四万十町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抜粋） 

 （議会に議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 96条第１項第５号の規定により議

会の議決に付さなければならない契約は、予定価格 5,000 万円以上の工事又は製

造の請負とする。 

 （議会の議決に付すべき財産の取得又は処分） 

第３条 地方自治法第 96 条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければ

ならない財産の取得又は処分は、予定価格 700 万円以上の不動産若しくは動産の

買入れ若しくは売払い（土地については、１件 5,000 平方メートル以上のものに

係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。 

 

●議案第５８～５９号 

道路法（抜粋） 

 （市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長

がその路線を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらか

じめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 

 （路線の廃止又は変更） 

第 10条 都道府県知事又は市町村長は、都道府県道又は市町村道について、一般交

通の用に供する必要がなくなったと認める場合においては、当該路線の全部又は

一部を廃止することができる。路線が重複する場合においても、同様とする。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、路線の全部又は一部を廃止し、これに代わるべ

き路線を認定しようとする場合においては、これらの手続に代え、路線を変更す

ることができる。 



３ 前２項の規定により路線を廃止し、又は変更しようとする場合の手続は、路線

の認定の手順に準じて行わなければならない。 

 

四万十町町道の認定基準に関する規程 

 （認定基準） 

第２条 前条の認定に当たっては、次に揚げる基準によるものとする。 

(１) 公共施設への連絡路であるもの 

(２) 港、駅等への連絡路であるもの 

(３) 隣接市町村への連絡路であって重要であるもの 

(４) 人家地帯への連絡路であって生活道として重要であるもの 

(５) 人家密集地帯の連絡路であって生活道として重要であるもの 

(６) 国道及び県道との連絡上重要であるもの 

(７) 町道間の連絡上重要であるもの 

(８) 前各号に揚げるもののほか、行政上特に認定の必要があるもの 

 

●議案第６０号 

過疎地域自立促進特別措置法（抜粋） 

 （過疎地域自立促進市町村計画） 

第６条 過疎地域の市町村は、自立促進方針に基づき、当該市町村の議会の議決

を経て過疎地域自立促進市町村計画（以下「市町村計画」という。）を定める

ことができる。 

２～６ 省略 

７ 第１項及び前３項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 

 

●議案第６３号 

児童福祉法（抜粋） 

第３４条の８の２ 市町村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、

条例で基準を定めなければならない。この場合において、その基準は、児童の身

体的、精神的及び社会的な発達のために必要な水準を確保するものでなければな

らない。 

２ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、放課後児童健全育成事業に従事す

る者及びその員数については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、

その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

３ 放課後児童健全育成事業を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。 

 



●議案第６５号 

介護保険法（抜粋） 

 （地域包括支援センター） 

第 115条の 46 

１ 省略 

２ 市町村は、地域包括支援センターを設置することができる。 

３～９ 省略 

 

●認定第１号 

地方自治法（抜粋） 

 （決算） 

第233条 

１～２ 省略 

３ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を

監査委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さ

なければならない。 

４～６ 省略 

 

地方公営企業法（抜粋） 

 （決算） 

第 30条 

１～３ 省略 

４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監

査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において

最初に招集される定例会である議会の認定に付さなければならない。 

５～７ 省略 

 


